
１週間の
勤務時間

勤務時間の割り振り

38時間45分

始 業 終 業 休憩時間 週休日

8時30分 17時15分 1時間 土･日曜日
401人

38人

57人

963人

1人

初級・中級・主査級・課長級研修等

簿記入門と公会計、文書作成力向上等

法制執務・設計研修、自治大学校第3部課程等

接遇・手話・人権問題研修等

接遇指導講師養成

階層別研修

選 択 研 修

専 門 研 修

特 別 研 修

講師養成研修
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　＝　　　　　……
　＝　　　　　……
　＝　　　　　……
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1．職員の任免及び職員数

■職員の採用、退職、再任用の状況（平成30年度）

■部門別職員数（各年4月1日現在）

■職位別昇任者数
　（平成30年度）

3．職員の給与

2．職員の人事評価

■人件費（平成30年度普通会計決算）

■職員給与費（平成30年度普通会計決算）

■年齢別職員構成
（平成31年4月1日現在）

■ラスパイレス指数

※派遣職員を含まず ※(　)内は女性数

■一般行政職の級別職員数等
　（平成31年4月1日現在：給与実態調査）

■職員手当（平成31年4月1日現在）

■職員の平均給料月額及び平均年齢
（平成31年4月1日現在：給与実態調査）

■特別職の報酬（平成31年4月1日現在）

※一般行政職には税務職・保育士・企業職等は含まず

※平成31年4月1日現在の職員が、
　令和元年度末に達する年齢

※一般会計及び土地区画整理特別会計の合計　※職員数には再任用・任期付短時間勤務職員を含まず
※職員手当には児童手当・子ども手当・退職手当を含まず

■初任給
（平成31年4月1日現在）

4．職員の勤務時間、その他の勤務条件

■勤務時間（平成31年4月1日現在）

■年次有給休暇の平均取得日数（平成30年１月１日～12月31日）
　　9.1日
■育児休業新規取得者数（平成30年度）
　　14人（女性14人、男性0人）
■月あたりの平均時間外勤務時間（平成30年度）
　　8.8時間

5．職員の分限及び懲戒処分

　　平成30年度においては、４人の職員が心身の故障等
による分限休職処分となりました。
　　また、懲戒処分はありませんでした。

6．職員の研修

■研修の概要
　　平成30年度は合計で75コース、延べ1,460人が受講
しました。

7．職員の福祉及び利益の保護

■埼玉県市町村共済組合負担金等＝834,316千円（平成
30年度一般会計決算）
■職員互助会補助金＝1,992千円
■公務災害の発生状況＝4件

8．埼玉県央広域公平委員会からの報告事項

■勤務条件に関する措置の要求（平成30年度）＝なし
■不利益処分に関する審査請求（平成30年度）＝なし

区　分

採　用

退　職

部 長 級
副部長級
課 長 級
副課長級

事

務

職

26

29

技

術

職

2

3

昇任者数区　分

職 員 数
区　分

20歳未満

20～23歳

24～27歳

28～31歳

32～35歳

36～39歳

40～43歳

44～47歳

48～51歳

52～55歳

56～59歳

60歳

　　計

議　会

総　務

税　務

労　務

農　水

商　工

土　木

民　生

衛　生

小　計

水　道

下水道

その他 

平成29年

6

160

53

3

11

12

84

181

41

551

64

20

11

41

687

住民基本台帳
人　口

118,512人

職員数
（Ａ） 給　料 職員手当 期末･勤勉手当

給　与　費

計（Ｂ）
１人当たり給与費
（Ｂ／Ａ）

614人 2,378,371千円 543,012千円 1,006,435千円 3,927,818千円 6,397千円

歳出額（Ａ）

36,449,657千円

区 分
8級
7級
6級
5級
4級
3級
2級
1級

標準的な職務内容

期末勤勉手当

特殊勤務手当

住 居 手 当

職員数(人) 構成比(％)

一 般 行 政 職
技 能 労 務 職

平均年齢区 分

区 分

324,351円
357,633円

41.7歳
52.3歳

部　長
副部長
課　長
副課長
主　査
主　任
主　事
主事補

15
24
38
73
131
80
89
26

市　長
副市長
教育長
議　長
副議長
議　員

給料月額 期末手当
937,000円
791,000円
725,000円
450,000円
400,000円
377,000円

3.2
5.0
8.0
15.3
27.5
16.8
18.7
5.5

人件費（Ｂ）

5,605,062千円

人件費率
（Ｂ／Ａ）

15.38％

平成30年平成29年

100.6100.8100.5
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※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与
水準を100とした場合の地方公務員の給与
水準を示す指数

※税務職・保育士・企業職・技能労務職等は含まず
※市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数
※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する
代表的な職務

年間支給率　4.45月(2.35月）
職制上の段階、職務等による加算措置5
～20％有り
（　）は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時
間勤務職員に係る支給割合

地 域 手 当

給料、扶養手当及び管理
職手当の総額の6％

扶 養 手 当

管 理 職 手 当

配偶者　　  6,500円
子（※）　　  10,000円
父母等　　　6,500円
※満16～22歳までの子は  5,000円加算

管理又は監督の地位に
ある職員の役職に応じ
て支給

退 職 手 当

時間外勤務手当

通 勤 手 当

勤務日＝時間単価×1.25
週休日＝時間単価×1.35　など

危険、不快な業務など、特殊な業務に従
事する職員に対して支給

借家等居住者＝最高27,000円
交通機関利用者＝運賃額に応じて支給
交通用具利用者＝通勤距離に応じて支給

勤続年数
20年
25年
35年

最高限度

自己都合  
19.6695月
28.0395月
39.7575月
47.7090月

勧奨・定年
24.586875月
33.270750月
47.709000月
47.709000月

合　計

※人口は平成31年4月1日現在（外国人を含む）

平均給料月額

4.45月
※支給額の算定にあたり、
算定基礎の加算措置があ
ります

平成30年

6

155

54

3

13

14

87

187

43

562

58

19

11

41

691

　職員の人材育成に資するために、職務遂行能力の発揮度と執務態度を評価する「能力評価」及び目標管理の手法を
取り入れた「業績評価」からなる人事評価を原則全職員に実施しています。また、評価結果については、昇給・昇格
や人事異動の参考資料として活用しています。

教　　　　　育
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　職員の人材育成に資するために、職務遂行能力の発揮度と執務態度を評価する「能力評価」及び目標管理の手法を
取り入れた「業績評価」からなる人事評価を原則全職員に実施しています。また、評価結果については、昇給・昇格
や人事異動の参考資料として活用しています。
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